
大田市 廃棄物 の 処理及 び再生 利 用等の 促進に 関 する条例

施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。  

 

令和３年９月１０日  

 

               大田市長   

 

大田市規則第６９号  

大 田 市 廃 棄 物 の 処 理 及 び 再 生 利 用 等 の 促 進 に 関 す る

条例施行規則の一部を改正する規則  

大 田 市 廃 棄 物 の 処 理 及 び 再 生 利 用 等 の 促 進 に 関 す る 条例

施行規則 の一部 を改正す る規則 （平成１ ７年大 田市規則第

５７号）の一部を次のように改正する。  

第８条第２項を削る。  

第１１条を次のように改める。  

（適正処理困難物）  

第１１条  条例 第１７条 第２項 に規 定す る適正 処理困難物

は、次に掲げるものとする。  

⑴  大 型 電 気 製 品 （ 特 定 家 庭 用 機 器 再 商 品 化 法 （ 平 成 １

０ 年 法 律 第 ９ ７ 号 ） 第 ２ 条 第 ４ 項 に 規 定 す る 特 定 家庭

用 機 器 以 外 の も の 。 コ ン プ レ ッ サ ー 、 モ ー タ ー 類 を含

む。）  

⑵  タイヤ  

⑶  スプリングマットレス  

⑷  耐火金庫  

⑸  ボイラー  

⑹  大きさが１ｍ×１ｍ×２ｍを超えるもの  

⑺  その他前各号に準ずるもの  

第１２条第２号中「のものに限る。」を「、液晶式、プラ

ズマ式」 に改め 、同条第 ４号中 「電気洗 濯機」 の次に「・

衣類乾燥機」を加える。  



第１４条第２項に次のただし書を加える。  

た だ し 、 特 別 な 事 情 が あ る と 市 長 が 認 め る 場 合 は 、こ

の限りでない。  

第１５ 条第５ 項 中「許 可をし た ときは 」を「 申 請があっ

たときは、許可の可否を決定し」に改め、「いう。）」の次に

「又は一般廃棄物処理業許可申請却下通知（様式第８号）」

を加える。  

第１６ 条第１ 項 中「様 式第８ 号 」を「 様式第 ９ 号」に改

める。  

第１７条中「様式第９号」を「様式第１０号」に改める。 

第１９ 条第１ 項 中「様 式第１ ０ 号」を 「様式 第 １１号」

に、同条 第２項 中「様式 第１１ 号」を「 様式第 １２号」に

改める。  

第２１ 条中「 様 式第１ ２号」 を 「様式 第１３ 号 」に改め

る。  

第２９条を第３０条とする。  

第２８条中「様式第１９号」を「様式第２２号」に改め、

同条を第２９条とする。  

第２７条中「様式第１８号」を「様式第２１号」に改め、

同条を第２８条とする。  

第２６条中「第２２条」を「第２３条」に、「第２３条」

を「第２４条」に改め、同条を第２７条とする。  

第２５条中「様式第１７号」を「様式第２０号」に改め、

同条を第２６条とする。  

第２４条中「様式第１６号」を「様式第１９号」に改め、

同条を第２５条とする。  

第２３条中「様式第１５号」を「様式第１８号」に改め、

同条を第２４条とする。  

第２２ 条第１ 項 中「様 式第１ ３ 号」を 「様式 第 １６号」

に、同条 第４項 中「様式 第１４ 号」を「 様式第 １７号」に

改め、同条を第２３条とする。  



第２１条の次に次の１条を加える。  

（報告の徴収）  

第２２条  条例 第２６条 の規定 により、 一般廃 棄物収集運

搬業者 及び一 般 廃棄物 処分業 者 は、そ の業務 の 実績につ

いて、毎月ごとに一般廃棄物収集運搬業務実績報告書（様

式第１４号）、又は一般廃棄物処分業務実績報告書（様式

第１５ 号）を 作 成し、 翌月の １ ０日ま でに市 長 に提出し

なければならない。  

様式第１号中「、第８条」を削る。  

様式第４号中「㊞」を削る。  

様式第６号及び様式第７号を次のように改める。



様式第6号(第15条関係) 

(表面) 

一般廃棄物処理業許可(更新)申請書 

 

年  月  日   

 

大田市長    様 

 

 

申請者                

住 所              

氏 名              

電話番号             

 

 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第７条第1項(第６項)の規定により、一般廃棄物処理

業の許可(更新)を受けたいので、関係書類及び図面を添えて申請します。 

事 業 の 範 囲 

事 業 の 区 分 収集運搬  ・  処分 

一般廃棄物の種類  

営 業 区 域  

事 務 所 及 び 事 業 所

の 所 在 地 

事務所           電話番号 

事業所           電話番号 

事業の用に供する施設

の種類及び数量 
 

積替え又は保管を行う

場合には、積替え又は

保管を行うすべての場

所の所在地及び面積並

びに一般廃棄物の種類

及び保管できる量 

 

料 金 表 又 は 料 金  

※ 事 務 処 理 欄  



(裏面) 

既に廃棄物処理業の

許可(他都道府県及び

市町村の許可を含

む。)を有している場

合はその許可の種類

等 

都道府県又は

市 町 村 名 
許 可 の 種 類 許 可 番 号 許 可 年 月 日 

        

        

        

        

添 付 書 類

及 び 図 面 

1 事業計画の概要を記載した書類 

2 事業の用に供する施設(積替え又は保管の場所を含む。)の構造を明らかに

する平面図、立面図、断面図、構造図及び設計計算書並びに当該施設の付

近の見取図 

3 申請者が2に掲げる施設の所有権を有すること(申請者が所有権を有しな

い場合には、当該施設を使用する権原を有することを証する書類) 

4 申請者が法人である場合には、定款又は寄附行為及び登記簿の謄本 

5 申請者が個人である場合には、その住民票の写し又は外国人登録証明書の

写し 

6 申請者が廃掃法第7条第5項第4号イからヌまでに該当しない旨を記載した

書類 

7 申請者が法人である場合において、当該法人に相談役又は顧問が置かれて

いるときは、当該相談役又は顧問の氏名及び住所を記載した書類 

8 厚生労働大臣が認定する産業廃棄物又は一般廃棄物の収集若しくは運搬

又は処分に関する講習を修了した者にあっては、その修了証の写し 

9 事業の開始に要する資金の総額及びその資金の調達方法を記載した書類 

10 申請者が法人である場合には、法人及びその代表者に係る大田市発行の

「滞納のない証明書」、直前3年の各事業年度における貸借対照表及び損益

計算書 

11 申請者が個人である場合には、大田市発行の「滞納のない証明書」及び

資産に関する調書 

 

注) 許可の更新を申請する場合、上記の書類図面のうち、1、6、8、10、11

以外のものは、その内容に変更がない限り、添付を要しない。 

備考 

1 ※の欄は記入しないこと。 

2 「一般廃棄物処理業従業員届（様式第13号）」及び「車両届出書」を添付すること。 

3 1部提出すること。 

※ 手数料欄 



様式第7号(第15条関係) 

 第   号  

 

一般廃棄物処理業許可証 

 

 

 住 所  

 

 氏 名  

 (法人にあっては、名称及び代表者の氏名) 

 

 

      年  月  日付申請の一般廃棄物処理業については、廃棄物の処理及び清掃に関す

る法律第７条第１項・第６項の規定により、下記のとおり許可します。 

 

        年  月  日 

 

 

大田市長          印   

 

 

1 事 業 の 範 囲 

事 業 の 区 分  収集運搬 ・ 処 分 業  

一般廃棄物の種類   

営 業 区 域   

2 事務所及び事業所の

所在地 

事 務 所  

電話番号  

事 業 所  

電話番号  

3 事業の用に供する主要

な施設並びにその設置場

所及び主要な設備の構

造又は規模 

 

4 許 可 の 期 限    年  月  日まで 

5 許 可 の 条 件 

 1）関係法令、条例及び規則を厳守すること。 

 2）大田市の施策に協力すること。 

 3）大田市が定めた分別方法に従い、適正な処理施設に持ち込む

こと。また、処理施設内においては係員の指示に従うこと。 

 



様式第 １９号 中 「第２ ８条関 係 」を「 第２９ 条 関係」に

改め、同様式を様式第２２号とする。  

様式第 １８号 中 「第２ ７条関 係 」を「 第２８ 条 関係」に

改め、同様式を様式第２１号とする。  

様式第１７号中「第２５条関係」を「第２６条関係」に、

「規則第 ２５条 」を「規 則第２ ６条」に 改め、 同様式を様

式第２０号とする。  

様式第１６号中「第２４条関係」を「第２５条関係」に、

「規則第 ２４条 」を「規 則第２ ５条」に 改め、 同様式を様

式第１９号とする。  

様式第 １５号 中 「第２ ３条関 係 」を「 第２４ 条 関係」に

改め、同様式を様式第１８号とする。  

様式第１３号及び様式第１４号を削る。  

様式第 １２号 中 「㊞」 を削り 、 同様式 を様式 第 １３号と

し、同様式の次に次の４様式を加える。



様式第14号（第22条関係） 

 

一 般 廃 棄 物 収 集 運 搬 業 務 実 績 報 告 書  

〔     年度  月分〕 

年  月  日  

 

大田市長         様 

住所又は所在地 

 

氏 名                   

 

（法人にあっては名称及び代表者の氏名） 

 

 当該月分の一般廃棄物収集運搬業務の実績について、大田市廃棄物の処理及び再生利用等の促進

に関する条例施行規則第22条の規定に基づき、以下のとおり報告します。 

 

許可番号  担当者氏名  

報告月における一般廃棄物の収集運搬量 

一般廃棄物の

種類 
搬入台数 排出者 収集運搬量（㎏） 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

合 計  

注 １ 一般廃棄物収集運搬の業として行った実績について記入すること。 

２ 一般廃棄物の種類及び排出者ごとに記入すること。（一般の排出者は合算で記入し、 

事業場は排出事業場ごとに記入すること。） 

３ 可燃物処理施設・不燃物処理施設の搬入先ごとに１枚に記入すること。 



様式第15号（第22条関係） 

 

一 般 廃 棄 物 処 分 業 務 実 績 報 告 書 

〔     年度  月分〕 

 

年  月  日  

 

大田市長         様 

住所又は所在地 

 

氏 名                  

 

（法人にあっては名称及び代表者の氏名） 

 

当該月分の一般廃棄物処分業務の実績について、大田市廃棄物の処理及び再生利用等の促進に関

する条例施行規則第22条の規定に基づき、以下のとおり報告します。 

 

許可番号  担当者氏名  

報告月における一般廃棄物の処分受託量 

一般廃棄物

の種類 
処分の方法 

処分受託量（㎏） 
合 計 

一 般 事業所 大田市  

       

       

       

合 計      

中間処理後の廃棄物の種類・処分の方法 

廃棄物の種類 処分量 単位 処分の方法 
処 分 先 名 称 

処 分 先 所 在 地 

    
 

 

    
 

 

    
 

 

注 １ 一般廃棄物処分の業として行った実績について記入すること。 

２ 一般廃棄物の種類及び処分の方法ごとに記入すること。 

３ 処分受託量の空欄は他市町村から受託した市町村ごとに記入すること。 

４ 中間処理後の処分で産業廃棄物と併せて資源化処分を行った場合、按分により一般廃棄物

分の処分量を記入すること。 



様式第16号(第23条関係) 

（表面） 

浄化槽清掃業許可(更新)申請書 

 

年  月  日   

 

大田市長    様 

 

申請者                       

住 所                     

 

氏 名                     

(法人にあっては名称及び代表者氏名、電話番号)     

 

浄化槽法第35条第1項の規定により浄化槽清掃業の許可(更新)を受けたいので、関係書類

を添えて申請します。 

 

記 

 

1 申請者(法人にあっては、代表者)の資格等 

(1) 資 格 

(2) 住 所 

(3) 氏 名 

(4) 生年月日 

2 役員及び清掃技術資格並びに作業員の職名、住所、氏名等 

別 紙 

3 自動車の種類及び数量 

別 紙 

4 作業機械器具、検査器具の種類及び数量 

別 紙 

5 収集運搬及び処分の方法 

別 紙 

6 業務経歴(本組合その他における許可、委託の別、期間等) 

別 紙 

7 料金及び集金方法 

別 紙 



(裏 面) 

既に浄化槽清掃業の許

可(他都道府県及び市

町村の許可を含む。)

を有している場合はそ

の許可の種類等 

都道府県又

は市町村名 
許可の種類 許 可 番 号 許 可 年 月 日 

        

        

        

        

添 付 書 類

及 び 図 面 

1 事業計画の概要を記載した書類 

2 申請者が法人である場合には、定款又は寄附行為及び登記簿の謄本 

 

 

 

3 申請者が個人である場合には、その住民票の写し又は外国人登録証明書

の写し 

4 申請者が、浄化槽法第36条第2号イからヌまでに該当しない旨を記載し

た書類 

5 申請者が法人である場合において、当該法人に相談役又は顧問が置かれ

ているときは、当該相談役又は顧問の氏名及び住所を記載した書類 

6 厚生労働大臣が認定する浄化槽管理士免状を取得している者にあって

はその免状の写し 

7 申請者が法人である場合には、法人及びその代表者に係る大田市発行の

「滞納のない証明書」、直前3年の各事業年度における貸借対照表及び損益

計算書 

8 申請者が個人である場合には、大田市発行の「滞納のない証明書」及び

資産に関する調書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注) 許可の更新を申請する場合は、上記の書類図面のうち、4、6、7、8

に掲げるもの以外のものは、その内容に変更がない限り、添付を要しな

い。 

備考 

1 ※の欄は記入しないこと。 

2 1部提出すること。 

※ 手数料欄 

 



様式第17号(第23条関係) 

第     号  

浄 化 槽 清 掃 業 許 可 証 

 

  住 所 

 

  氏 名 

  (法人にあっては、名称及び代表者の氏名) 

 

 

    年  月  日付申請の浄化槽清掃業については、浄化槽法第35条第１項の規定によ

り、下記のとおり許可します。 

 

 

        年  月  日 

 

大田市長        印   

 

1 事 業 の 範 囲 

事 業 の 区 分   

営 業 区 域   

2 事務所及び事業所の

所在地 

事務所            電話番号 

事業所            電話番号 

3 事業の用に供する主要

な施設並びにその設置

場所及び主要な設備の

構造又は規模 

  

4 許 可 の 期 限    年  月  日まで 

5 許 可 の 条 件 関係法令、条例及び規則を遵守すること。 

 



様式第 １１号 中 「㊞」 を削り 、 同様式 を様式 第 １２号と

する。  

様式第１０号を様式第１１号とする。  

様式第 ９号中 「 ㊞」を 削り、 同 様式 を 様式第 １ ０号とす

る。  

様式第８号を削る。  

様式第７号の次に次の２様式を加える。



様式第8号（第15条関係） 

 第     号 

   年  月  日 

 

 

 

 

一般廃棄物処理業許可申請却下通知書 

 

申請者 

 住 所 

 氏 名                様 

（法人にあっては、事業所の所在地、名称、代表者氏名） 

 

大田市長         印  

 

 

 

年  月  日付で申請のあった、一般廃棄物収集運搬・一般廃棄物処分業・浄化槽清掃業

については、大田市廃棄物の処理及び再生利用等の促進に関する条例施行規則第15条第2項の許

可基準に基づき、次のとおり許可申請を却下しましたので通知します。 

 

1 却下事項   

2 却下理由   



様式第9号(第16条関係) 

(表面) 

 
一 般 廃 棄 物 処 理 業 の

事業範囲変更許可申請書 
 

年  月  日  

 

 

大田市長    様 

 

 

申請者                 

住 所                

氏 名                

電話番号               

 

 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第7条の2の規定により、一般廃棄物処理業の事業範

囲変更の許可を受けたいので、関係書類及び図面を添えて申請します。 

許可年月日及び許可番号     年   月   日    第     号 

変 更 内 容 

事 項 変 更 前 変 更 後 

事 業 の 区 分     

一般廃棄物の種類     

営 業 区 域     

変 更 理 由   

変更に係る事業の用に供

する施設の種類、数量、

設置場所、設置年月日、

処理能力 

  

変更に係る事業の用に供

する施設の処理方式、構

造及び設備の概要 

  

※事 務 処 理 欄   



(裏面) 

添 付 書 類

及 び 図 面 

1 変更後の事業計画の概要を記載した書類 

2 変更に係る事業の用に供する施設(積替え又は保管の場所を含む。)の

構造を明らかにする平面図、立面図、断面図、構造図及び設計計算書並

びに当該施設の付近の見取図 

3 申請者が2に掲げる施設の所有権を有すること(申請者が所有権を有し

ない場合には、当該施設を利用する権原を有することを証する書類) 

4 申請者が法人である場合には、定款又は寄附行為及び登記簿の謄本 

5 申請者が個人である場合には、その住民票の写し又は外国人登録証明

書の写し 

6 申請者が、廃掃法第7条第5項第4号イからヌまでに該当しない旨を記載

した書類 

7 申請者が法人である場合において、当該法人に相談役又は顧問が置か

れているときは、当該相談役又は顧問の氏名及び住所を記載した書類 

8 厚生労働大臣が認定する産業廃棄物又は一般廃棄物の収集若しくは運

搬又は処分に関する講習を終了した者にあっては、その終了証の写し 

9 変更に係る事業の開始に要する資金の総額及びその資金の調達方法を

記載した書類 

10 申請者が法人である場合には、法人及びその代表者に係る大田市発行

の「滞納のない証明書」、直前3年の各事業年度における貸借対照表及び

損益計算書 

11 申請者が個人である場合には、大田市発行の「滞納のない証明書」及

び資産に関する調書 

 

注) 事業範囲変更許可を申請する場合は、上記の書類図面のうち、4、5、

6、7、8に掲げるものは、その内容に変更がない限り、添付を要しない。 

備考 

1 ※の欄は記入しないこと。 

2 1部提出すること。 

※ 手数料欄 

 

 



附  則  

この規則は、令和３年９月１０日から施行する。  


